


(2)その他の関連する現状等

・温暖化により台風の大型化や、集中豪雨、それに加え将来予測される南海トラフにおける連動

型巨大地震による津波などが懸念される。

．令和2年2月ころより発生した、新型コロナウイルス感染症拡大により、生活様式はもちろん

のこと、経済活動にまで行動変容による経費負担が増大し、漁業経営を圧迫している。

・施設の老朽化による、光熱水費の増加や更新費用の増加。

3 活性化の取組方針

(1)前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等













(5)関係機関との連携

再生委員会が中心となって、魚食普及、地消地産、の取組については大阪府や岬町と、ワカ

メフリ ー配偶体種苗の生産等の取り組み。又、磯焼け対策については、地方独立行政法人大

阪府立環境農林水産総合研究所の指導を受けながら取り組み、定着性稚魚、稚貝の放流につ

いては大阪府栽培センタ ー と連携し行う。

4 目標

(1)数値目標

漁業所得の向上 10%以上 I基準年

目標年

令和元年度 漁業所得  円 

I令和7年度 漁業所得  円

(2) 上記の算出方法及びその妥当性

(3)所得目標以外の成果目標

ワカメフリ ー配偶体種苗、

種糸の販売。

基準年
-------

目標年

(4)上記の算出方法及びその妥当性

令和元年度：種苗糸 500m
--------------------------------』-
令和 7 年度：種苗糸 1,500m

前期プランの実施に伴い、安定的にワカメフリ ー配偶体種苗の生産を行えるようになった。

算出方法及びその妥当性は、下記実績の通り。

実績 総生産数 販売総数

平成2 8年度

平成2 9年度

平成3 0年度

1,200m 

1,300m 

4,100m 

200m 

200m 

200m 

令和元年度 3,400m 500m 

過去の実績から、販売先の需要拡大が見込まれ、さらなる販売総数の拡大を見込んでいる。

5 関連施策

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性

漁業経営セ ー フティ 燃油価格の高騰による経費の拡大を防ぎ、将来に向けた漁業経営の安定
ー ネット構築事 業 を目指す。

（国）






